
八丈町雇用機会拡充事業補助金交付要綱 

平成２９年８月１日 

改正 平成３０年３月１日 

（趣旨） 

第１条 八丈町雇用機会拡充事業補助金（以下「補助金」という。）の交付に関しては、特

定有人国境離島地域社会維持推進交付金交付要綱（平成２９年府海事第７号）、特定有人

国境離島地域社会維持推進交付金事業実施要領（平成２９年府海事第７号）、補助金等に

係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予

算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）、内閣府における補

助金等に係る財産処分の承認手続き等について（平成２０年府会第３９３号）及び、そ

の他の法令に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

（１）創業 個人開業若しくは会社等の設立を行うこと又は既に事業を営んでいる者か  

ら事業を引き継ぎ、新たに事業を開始すること。 

（２）事業拡大 既に事業を営んでいる者が、生産能力の拡大、商品又はサービスの付  

加価値向上等を図るために雇用拡大、設備投資等を行うこと。 

（３）常用雇用 事業所に常時雇用（期間を定めずに雇用され、又は１月を超える期間  

を定めて雇用されることをいう。）をされている場合をいう。 

（補助金の交付対象者） 

第３条 補助金の交付対象者は、対価を得て事業を営む個人事業者又は法人事業者であって、

第１号から第３号までのいずれかに該当し、かつ、第４号から第６号までのいずれにも該

当するものをいう。 

（１）本町内において創業する者（事業を承継する者を含む。） 

（２）本町内に事業所を有する事業者であって事業拡大を行う者 

（３）本町内の産品、サービス等の販売を目的として本町以外の地域において創業する者

（以下「地域外創業者」という。） 

（４）訴訟や法令順守上の問題を抱える者でないこと。 

（５）公的資金の交付先として、社会通念上適切と認められる者であること。 

（６）町税等を滞納していない者であること。 

（交付対象事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「交付対象事業」という。）は、次に掲げる

要件を全て満たすものとする。 

（１）次のいずれかの要件を満たす雇用創出効果が見込まれる創業又は事業拡大 

ア 創業の場合、当該交付対象事業の初年度に交付決定された日から翌々々年の３月



末日までに従業員を新たに雇用し、補助金による助成終了後においても雇用が継続

又は拡大する成長性が見込まれる事業 

イ 事業拡大の場合、売上高の増加又は付加価値額（営業利益、人件費及び減価償却

費の合計額をいう。以下同じ。）の増加を伴う事業拡大であって、計画期間内にその

事業拡大のために従業員を雇用し、補助金による助成終了後においても雇用が継続

又は拡大すると認められる事業 

ウ 地域外創業をする者の場合、計画期間内に当該事業者と直接取引のある本町の産

品、サービスの生産者等の売上高の増加又は付加価値額の増加及び従業員の雇用に

寄与し、補助金による助成終了後においても雇用が継続又は拡大するものと見込ま

れる事業 

（２）計画期間終了後に売上高の増加又は付加価値額の増加が図られる蓋然性が高い事  

業性を有するものである事業 

（３）創業又は事業拡大に要する事業資金について、自己資金又は金融機関からの資金調

達が十分に見込まれる事業 

（雇用に関する要件） 

第５条 この補助金における雇用に関する要件は、次に掲げるものとする。 

（１）計画期間中に１週間の所定労働時間が２０時間以上の従業員を常用雇用し、計画   

期間終了後もその雇用を継続すること。 

（２）創業の場合において、八丈町に居住して創業するときは、自らを雇用したとみなす

ことができること。 

（３）冬季間に閉業する宿泊施設等季節要因等による閉業期間がある場合には、その期間

は雇用を継続すべき期間から除くことができること。 

（４）事業採択日より前に雇用した従業員は、新たに雇用した者には該当しないこと。 

（５）雇用した者が退職、解雇等となった場合については、３０日以内に別の者を雇用し

なければならないこと。 

（６）雇用した者を直ちに解雇、雇い止め等をする事業計画の場合は、補助金の交付対象

としないこと。 

（交付対象事業の実施期間） 

第６条 交付対象事業の実施期間は、原則として当該交付対象事業の実施年度に交付決定さ

れた日から１年間の期間とする。 

（補助対象経費） 

第７条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、第４条の交

付対象事業に要する経費であって、別表に掲げるもののうち、実施期間内に契約、取得及

び支払いが完了したものとする。ただし、国等による他の補助事業等の対象となっている

経費は補助対象外とする。 

（補助金の交付額） 



第８条 補助金の額は、補助対象経費の４分の３以内の額とする。この場合において、補助

金の額について 1,000 円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てる。 

２ 補助対象経費及び補助額の上限額は、次の表の左欄の区分に応じ、それぞれ右欄の 

額とする。 

区分 補助対象経費の上限額 補助額の上限額 

創業 600 万円 450 万円 

事業拡大 1,600 万円 1,200 万円 

事業拡大（設備費及び改修費を

経費に計上しない場合） 

1,200 万円 900 万円 

（交付対象事業の募集） 

第９条 町長は、期間を定めて交付対象事業の募集をするものとする。 

２ 町長は、交付対象事業の募集に当たっては、公募要領を定めて公表するものとする。 

（交付申請） 

第１０条 補助金の交付を受けようとする個人事業者又は法人事業者（以下「申請者」とい

う。）は、特定有人国境離島地域社会維持推進交付金事業申請書（様式第１号）に、八丈

町雇用機会拡充事業補助金事業計画書（様式第２号）、八丈町雇用機会拡充事業補助金事

業収支予算書（様式第３号）のほか、必要書類を添えて町長に提出しなければならない。 

２ 申請者は、地域社会の維持にとって特に重要であって、次の各号のいずれかに該当す

ると認められる事業にあっては、最長で５年間の計画期間の申請をすることができる。 

（１）八丈町地域全体の経済又は雇用を特に拡大させる効果がある事業 

（２）地元の産品を利用した加工品開発に係る事業 

（３）観光促進に係る事業 

（４）離島地域に住民が継続して居住する上で、必要不可欠である事業 

３ 申請者は、その申請時に仕入れに係る消費税相当額（補助対象経費に含まれる消費税

等相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税

額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規

定する消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を付して得た金額をいう。以下同

じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを減額して申請しなければなら

ない。ただし、申請時において仕入れに係る消費税相当額が明らかでない場合については、

この限りでない。 

（審査） 

第１１条 町長は、前条の規定による交付申請があった場合は、交付決定に当たり、広く有

識者等から意見、助言等を求めるため、八丈町雇用機会拡充事業補助金審査選定委員会

（以下「審査選定委員会」という。）を置く。 

２ 審査選定委員会の組織及び運営については、別に定める。 

（交付決定） 



第１２条 町長は、前条の審査に基づき、補助金の交付をすることが適当と認めたときは、

八丈町雇用機会拡充事業補助金交付決定通知書（様式第４号）により申請者に通知する。 

２ 町長は、前条の審査に基づき、補助金の交付をすることが適当ではないと認めたとき

は、八丈町雇用機会拡充事業補助金不交付決定通知書（様式第５号）により申請者に通知

する。 

（変更等の申請） 

第１３条 前条第１項の規定により補助金の交付を受けた者（以下「補助事業者」という。）

は、交付決定後、次の各号のいずれかに該当する場合には、八丈町雇用機会拡充事業補助

金変更（中止・廃止）承認申請書（様式第６号）により町長に申請しなければならない。 

（１）事業内容の変更（軽微な変更を除く。）を行おうとする場合 

（２）事業を中止又は廃止しようとする場合 

（３）事業が計画期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難になった場合 

２ 町長は、前項の規定による申請があった場合は、内容を審査の上、八丈町雇用機会拡

充事業補助金変更交付決定（不決定）通知書（様式第７号）により、補助事業者に通知

する。 

（実績報告等） 

第１４条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、八丈町雇用機会拡充事業補助金実績

報告書（様式第８号。以下「実績報告書」という。）に八丈町雇用機会拡充事業補助金実

績報告書内訳書（様式第９号。以下「実績報告内訳書」という。）を添え、町長が定める

日までに報告しなければならない。 

２ 前項の規定による報告は、補助事業の完了の日から起算して 20 日以内又は交付の決定

を受けた日の属する年の翌年の４月３日のいずれか早い日までとする。 

３ 第１０条第３項ただし書の規定により交付の申請をした補助事業者は、第１項の規定

による報告を行う場合において、仕入れに係る消費税等相当額が明らかになったときに

は、この金額を補助金の額から減額して報告しなければならない。 

４ 前３項に定めるもののほか、補助事業者は、事業実施期間完了後から３年間の事業の 

実施状況について、実績報告内訳書により、町長が定める日までに報告しなければなら

ない。 

５ 補助事業者は、補助事業が完了し、補助金の支払を受けようとするときは、八丈町雇

用機会拡充事業補助金請求書（様式第１１号）を町長に提出しなければならない。 

６ 町長は、前項の規定による請求を受けた場合は、速やかに補助金を交付するものとす

る。 

（補助金額の確定等） 

第１５条 町長は、前条に規定する報告を受けた場合は、その報告に係る補助事業の成果が、

補助金の交付の決定内容及びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを審査し、

適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、八丈町雇用機会拡充事業補



助金額確定通知書（様式第１０号）により、補助事業者に通知する。  

２ 町長は、補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を

超える補助金が交付されているときは、期限を付して八丈町雇用機会拡充事業補助金返還

命令書（様式第１３号）により、その超える部分の補助金の返還を命ずるものとする。 

（消費税等仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第１６条 補助事業者は、補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に

係る消費税等仕入控除税額が確定した場合には、八丈町雇用機会拡充事業補助金消費税

及び地方消費税に係る仕入控除報告書（様式第１２号）により速やかに町長に報告しな

ければならない。 

２ 町長は、前項の報告があった場合には、期限を付して、当該消費税等仕入控除税額の 

全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

（交付決定の取消し等） 

第１７条 町長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、交付決定

の全部若しくは一部を取り消し、又は変更することができる。 

（１）偽り又は不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

（２）補助金の交付決定に付された条件に違反したとき。 

（３）前２号に掲げるもののほか、町長が補助金の交付を適当でないと認めたとき。 

２ 町長は、前項の取消しをした場合において、既に当該取消しに係る部分に対する補助

金が交付されているときは、八丈町雇用機会拡充事業補助金返還命令書（様式第１３号）

により期限を付して当該補助金の全部又は一部を返還させるものとする。 

３ 本条の規定は、補助金事業について交付すべき補助金の額の確定があった後において

も適用があるものとする。 

（申請の取下げ） 

第１８条 補助事業者は、補助金の交付決定の通知を受けた場合において、交付の決定の内

容又はこれに付された条件に対して不服があり、補助金の交付の申請を取り下げようと

するときは、当該通知を受けた日から１０日以内に、八丈町雇用機会拡充事業補助金交

付申請取下げ書（様式第１４号）により町長に申し出なければならない。 

２ 町長は、前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交

付決定はなかったものとみなして措置するものとする。 

（補助金の経理） 

第１９条 補助事業者は、補助金に係る経理について他の経理と明確に区分した帳簿を備え、

その収支の状況を明らかにしなければならない。 

２ 補助事業者は、前項の帳簿及び補助金に係る証拠書類を補助事業の完了の日の属する

年度の終了後５年間保存しなければならない。 

（産業財産権等に関する届出） 

第２０条 補助事業者は、補助事業に基づく発明、考案等に関して、特許権、実用新案権又



は意匠権（以下「産業財産権等」という。）を取得した場合、又はこれらを譲渡し、若し

くは実施権を設定した場合には、速やかに八丈町雇用機会拡充事業補助金産業財産権等

届出書（様式第１５号）を町長に提出しなければならない。 

（財産の管理等） 

第２１条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財

産等」という。）については、補助事業の完了後においても善良な管理者の注意をもって

管理し、補助金の交付の目的に従ってその効率的運用を図らなければならない。 

２ 補助事業者は、取得財産等について八丈町雇用機会拡充事業補助金取得財産等管理台

帳（様式第１６号）を備え、管理しなければならない。 

３ 補助事業者は、当該年度に取得財産等があるときは、第１４条に定める実績報告書に

八丈町雇用機会拡充事業補助金取得財産等明細表（様式第１７号）を添付しなければな

らない。 

（財産の処分の制限） 

第２２条 補助事業者は、取得財産等について、法令に定める期間内において、補助金の交

付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し、又は廃

棄しようとするときは、あらかじめ町長の承認を受けなければならない。 

２ 補助事業者は、前項の承認を受けようとするときは、あらかじめ八丈町雇用機会拡充

事業補助金財産処分等承認申請書（様式第１８号）を町長に提出しなければならない。 

３ 町長は、前項の規定による提出があった場合は、これを審査し、承認の適否を決定し

たときは、八丈町雇用機会拡充事業補助金財産処分等承認審査結果通知書（様式第 19号）

により補助事業者に通知するものとする。 

４ 町長は、補助事業者が取得財産等を処分することにより収入があり、又は収入がある

と見込まれるときは、その収入の全部又は一部を町に納付させることができる。 

（補助金の収益納付） 

第２３条 補助事業者は、補助事業実施中及び補助事業完了後一定期間内に、補助事業の成

果に基づく産業財産権等の譲渡又はこれらの実施権の設定、その他出資により取得した

持分に対する財産分配等により収益があったときは、八丈町雇用機会拡充事業補助金収

益状況報告書（様式第２０号）を町長に提出しなければならない。 

２ 町長は、前項の規定による提出があった場合は、これを審査し、相当の収益を生じた

と認定したときは、補助事業者に対して、交付された補助金の全部又は一部に相当する

額の納入をさせることができる。 

（報告及び調査） 

第２４条 町長は、補助金交付に関し必要があると認めるときは、補助事業者に報告を求め、 

又は実地に調査することができる。 

２ 補助事業者は、前項の規定による報告の指示があった場合は、速やかに八丈町雇用機

会拡充事業補助金遂行状況報告書（様式第２１号）を町長に提出しなければならない。 



３ 町長は、前２項の規定により、補助事業者に報告を求め、又は実地調査を行った上で、

補助事業の遂行状況等が交付申請時の内容と著しく相違が見られる場合は、改善内容を

明示して補助事業者に指導を行うものとする。 

４ 町長は、前項の指導を行ったにもかかわらず、改善の兆しが見えない補助事業に対し 

ては、補助金交付の取消しの処分を行うものとする。 

５ 町長は、補助事業完了後も、補助事業者における雇用の実態を調査することができる。 

６ 町長は、前項の規定による調査を行う場合は、第３項及び第４項の規定を準用する。 

（所管） 

第２５条 この補助事業の事務は、企画財政課において所掌する。 

（その他） 

第２６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２９年８月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成２９年１０月１日から適用する。 

  



別表 雇用機会拡充事業の対象経費 

 

対象経費 経費内容 

設備費 

 

 

・創業又は事業拡大に必要な機械、装置、器具、備品その他

の設備の設置・購入費、リース・レンタル費（設置、据付

工事を含む） 

・上記設備を格納する簡易な倉庫、納屋等の工事費 

・上記設備導入に伴って必要となる解体・処分費用 

注）中古品については、価格設定の適正性が明確なものに限

ります。 

注）売上増加につながらない単なる老朽化設備・施設の更新

は対象になりません。 

注）土地・建物の取得、新築、自家用車の購入その他個人又

は法人の資産形成につながる経費は対象になりません。 

改修費 ・事業の用に供する建物および建物附属設備の改修費（建物

と住居等が明確に分かれているものに限る。） 

注）土地・建物の取得、新築、自家用車の購入その他個人又

は法人の資産形成につながる経費は対象外 

広告宣伝費 

 

・広告掲載費、ホームページ、パンフレット、ＤＭ製作・配

布・郵送費 

・商品の販路拡大、プロモーション、マーケティング等の販

売促進費（調査費、出店料、外注費、専門家等への謝金、

旅費等） 

店舗等借入費 

 

・創業又は事業拡大のために新たに借り入れする場合の事務

所・事業所の賃料、店舗（物販店舗、飲食店等）のテナン

ト料（店舗と住居等が明確に分かれているものに限る。） 

人件費 

 

・創業又は事業拡大に必要な従業員の給与、賃金（事業拡大

の場合には、新たに雇用する者に係るものに限る。） 

・創業・事業拡大に伴って新たに雇用するパート・アルバイ

トの賃金（事業拡大の場合には、事業拡大に伴って新たに

雇用する者に限る。） 

・給与・賃金は１人あたり常勤雇用の場合は、月額 35万円、

非常勤雇用の場合は、月額 20万円、パート・アルバイトは

日額８千円/人を上限とする。 

注）代表者、役員（創業者、雇用主等）及びその親族（生計を一にす

る三親等以内）に対する人件費は対象となりません。 



研究開発費 ・商品又はサービスの研究開発に係る経費（市場調査費、試

作品の製作費、委託・外注費、専門家等へ謝金、旅費等） 

島外からの事務

所移転促進費 

・離島外から離島への事業所移転・引越し経費、従前の事業

所の原状回復費その他移転を促進するための諸経費 

従業員の教育訓

練経費 

・従業員の資格取得（小型船舶免許、クレーン技師等の離島

で取得できないもの）・研修・講習受講にかかる経費（創業

又は事業拡大に直接必要なものに限る。） 

 

注）求職者の人材育成にかかる経費や、創業・事業拡大に伴わない教

育訓練費は対象になりません。 

 

 

 


